
宮崎港港湾計画改訂 資料１

臨港道路

外貿対応大型岸壁
-12m×1B, -9m×2B

エネルギー関連岸壁
-9m×1B

多目的ターミナル
-9m×1B

既存岸壁のRORO特化
-7.5m×3B

宮崎港

位置

① 新たな外貿物流機能の導入

■ ＲＯＲＯ船、内貿コンテナ等への対応による内貿物流の効率化

② 内貿ユニットロードターミナル機能の強化　

■ 県の基幹産業である林業の振興
■ 南九州の輸入砂の拠点化
■ 石油製品・ＬＮＧ等の配分基地の進出への対応

改訂のポイント

内貿ターミナル機能強化と、アジア経済圏で発展する港湾への転換

③ 背後地域との円滑な輸送体系の確保

■ 主要幹線道への接続時間の短縮による利便性の向上

１

宮崎港の役割

宮崎県県央部の流通拠点港



県の基幹産業である林業の振興

内装材として杉を中国へ輸出

宮崎県

■ 杉生産量97万m3/年で日本一(シェア12%)

■ 国内価格低迷による林業崩壊の危機

■ 林業振興のため100万m3を中国へ輸出

　　県内の年間杉生長量 200万m3＞97万m3＋100万m3

産業振興　生産額156億円増

雇用確保　雇用者1,600人増

宮崎港

細島港

50万m3

(60万t)

50万m3

(60万t)

中　国

　　

■ 経済成長に伴う住宅建設ラッシュ

　　→1,000万戸/年のマンション建設

　　→内20％（200万戸/年）が木質系内装

■ 日本の人口1.2億人→120万戸/年
　　中国の人口12.7億人→1000万戸/年　　　　

中国国産材(内装にも使用)

杉(細島港・宮崎港利用の場合)

杉(全量細島港利用の場合)

ロシア産松(窓・扉枠用)

ドイツ産(家具用)

100万m3(120万t)

廈門港
福州港 ●
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南九州の輸入砂の拠点化
国内砂の採取規制強化に対応し中国から砂を輸入

細島港

油津港

志布志港

加治木港

三角港

大分港

中津港

佐世保港

島原港

宮崎港

苅田港

北九州港

博多港

伊万里港

鹿児島港

唐津港

地域毎に砂輸入拠点を配置

８００万立米
＝１５００万トン不足

平成２１年平成１１年

８００万立米
＝１５００万トン不足

平成２１年平成１１年

四国、中国地方、
宮崎県 ・・・海砂採取禁止

・・・段階的に採取規制九州（宮崎県以外）

西日本における採取認可方針

西日本における砂需給の動向

不足分を輸入砂で
カバー

全体需要量

全体供給量

海砂供給量

九州内砂輸入拠点配置構想

熊本港

輸入拠点

二次拠点
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円

輸入砂国内砂
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３ 砂の価格比較



石油製品・ＬＮＧ等の基地建設への対応

■ 環境に優しく、埋蔵量豊富な天然ガスへの転換

　　　→天然ガスへの転換率87.2%（全国、都市ガス）　

■ 平成１５年度内に宮崎市内のＬＮＧ転換完了（都市ガス）

■ 宮崎港にＬＮＧ基地を建設することにより陸上輸送コストの

削減を目指す

LNG(液化天然ガス)石油製品等

■ 特石法の廃止及び規制緩和による輸入自由化

　→石油販売業者による海外の廉価な石油製品等の輸入

　→平成１５年度より宮崎港に石油基地建設開始

　→陸上輸送コストの削減　　

宮崎

鹿児島

将来

現状

タイ

台湾

シンガポール

韓国

凡例

海上輸送 陸上輸送

海上輸送 陸上輸送

現在

将来

宮崎

現状

将来

凡例

海上輸送 陸上輸送

海上輸送 陸上輸送

現在

将来

ボンタン

鹿児島
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新たな外貿物流機能の効果

　輸送費の削減による輸出競争力の強化と、輸入価格の低下

■ 杉原木の陸上輸送費削減

　　　陸上輸送費の削減 ： 5520円/m3(細島港利用)→3870円/m3(細島港・宮崎港併用)

■ 砂・砂利の海上輸送費低減

　 　　砂：1405円/t(鹿児島港経由)→280円/t(直送) 

■ 石油製品、LNG等の陸上輸送費削減

　　　2828円/kl(鹿児島港から陸送→1467円/kl(宮崎港から陸送)　　　　

1,467

2,828

280

1,405

3,200
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内貿ユニットロードターミナル機能の強化
■既存-7.5m×3Bと9.7haの埠頭用地をRORO貨物用とし、バラ貨物との混在解消、複合一貫輸送の進を図る

■内貿コンテナを主として取り扱う多目的ターミナルを整備し、モーダルシフトの促進を図る

■宮崎県内発着の外貿コンテナの内、博多港を利用している貨物の82%が、陸上輸送から宮崎港からの海上
　 輸送にシフト

RORO

RORO移転

東地区

西地区

多目的ターミナル
-9m×1B

RORO船用バース
-7.5m×3B（既存施設利用)

バラ物移転

砂砂利

砂砂利移転

バラ物セメント
フェリー
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背後地域との円滑な輸送の確保

■ 宮崎港と地域高規格道路を直結する臨港道路の整備により、宮崎自動車道宮崎ICや主要幹線へ迅

　 速なアクセスを可能とし、陸上輸送時間の短縮、定時制の確保、利便性の向上を図る。

■ 宮崎港⇔宮崎IC　30分→10分 20分の輸送時間短縮

■ 貨物の定時輸送確保による宮崎港の利用促進

■ 港湾関連車両のCo2、NOx削減　　　　　

　 　　Co2削減：24% (520t/年　普通トラック換算)    Nox削減： 36％ (24t/年 普通トラック換算)
■ 港湾関連車輌の市街地流入の回避と沿道環境の改善

臨港道路赤江線
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計算根拠

■コンテナのシフト量

　コンテナ貨物量算定の資料として提出済み　214789t/261112t×100

■走行時間便益

　道路サイドのB/C計算方式による

　臨港道路と一般道の距離は7kmで変わらないものとする

　走行時間費用　普通貨物　101.39(円/台・分)

　宮崎港～宮崎ICの走行台数 6100台/日

　走行時間　未整備時平均30分　整備時平均10分

　101.39(円/台・分)×(30分－10分)× 6100台/日×365日

■Co2、NOx排出量

　港湾マニュアル2-9-32

　適用：普通貨物車

　速度：未整備時 15km/h　整備時 60km/h

　Co2 (137.37g/台・km－103.95g/台・km)×7km×6100台/日×365日　

　NOx (4.17 g/台・km－2.65 g/台・km)×7km×6100台/日×365日　　　　　　　　　　　　　

■砂運搬費

　B/C計算書

　未整備時　中国→(3万t)→苅田＋苅田での積換費＋苅田→(2千t)→宮崎＝(23109万円＋55828万円＋51142万円)/659900t

　整備時　中国→(3万t)→宮崎＝18488万円/659900t

■砕石運搬費

　未整備時　津久見→(2千t)→宮崎＝53824万円/694500t

　整備時　　津久見→(1万t)→宮崎＝26224万円/694500t

■石油製品・LNG

未整備時　鹿児島港谷山→(陸送)→需要家＝56564円/20kl＝2828円/kl　平均運搬距離110km

整備時　　 宮崎港陸→(陸送)→需要家＝29348円/20kl＝1467円/kl   平均運搬距離30km

コスト差　　 2828円/kl－ 1467円/kl ＝1360円/kl

■住宅着工数

　　中国統計年鑑の新築面積から、都市部80m2/戸　農村部　200m2/戸として推計
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